
宅 地 建 物 取 引 業 の 免 許 に つ い て
【宅地建物取引業法（昭和27年6月10日法律第176号 】）

１．案内情報
手続名：宅地建物取引業の免許（宅地建物取引業法第３条）○

（１）宅地建物取引業の範囲

宅地建物取引業を営もうとするものは、宅地建物取引業法の規定により、国土交

通大臣又は都道府県知事の免許を受けることが必要です。

宅地建物取引業とは、

○ 宅地または建物の売買

○ 宅地または建物の交換

○ 宅地または建物の売買、交換または賃借の代理

○ 宅地または建物の売買、交換または賃借の媒介

する行為で業として行うものと規定されています。

すなわち、免許を要する宅建業とは、営利を目的として不特定多数の者に対して継

続的または反復的に行うもので社会通念上事業の遂行と見られる程度の業行為をいい

ます。

（２）免許行政庁等

免許行政庁等については下表のとおりです。

２以上の都道府県に事務所を １の都道府県に事務所を設置
設置し、宅地建物取引業を営 し、宅地建物取引業を営もう

免許権者 もうとする場合 とする場合

法 人 個 人 法 人 個 人

国土交通大臣 ○ ○ － －

都道府県知事 － － ○ ○

○ 法人・・・ 株式会社、有限会社、公益法人、事業協同組合等の商法、民法また

はその他の法律により法人格を有し、宅地建物取引業を営もうとす

る者

○ 個人・・・ 個人が宅地建物取引業を営なもうとする者

（３）免許の有効期間

宅地建物取引業の免許の有効期間は５年間です。

なお、有効期間満了後引き続き業を営もうとする者は、その有効期間が満了する日

の９０日前から３０日前までに免許の更新申請を行うことが必要です。



（４）免許申請書類の提出方法

免許申請書類の提出方法については、下表のとおりです。

免許申請の種類 提 出 先 提出部数

国土交通大臣 主たる営業所を所管する都道府県を経 正本１部及び
免 許 由して各地方整備局等へ提出 副本１部

都道府県知事 営業所の所在地を管轄する都道府県知 当該都道府県
免 許 事に提出して下さい。 の定める部数

（５）免許申請に必要な書類

種別 様 式 名 様式番号 施行規則

免許申請書（第１面）

〃 （第２面）

宅 〃 （第３面） 第１号

地 〃 （第４面）

建 〃 （第５面）

物 宅地建物取引業経歴書（第１面） 第２号 添付書類（１）

取 〃 （第２面）

引 ５条誓約書 〃 添付書類（２）

業 専任の取引主任者設置証明書 〃 添付書類（３）

の 相談役及び顧問

免 100分の５以上の株式を有する株主又は 〃 添付書類（４） 第１条の２

許 100分の５以上の額に相当する出資をし

申 ている者

請 事務所を使用する権原に関する書面 〃 添付書類（５）

略歴書 〃 添付書類（６）

資産に関する調書 〃 添付書類（７）

宅地建物取引業に従事する者の名簿 〃 添付書類（８）

書換え 宅地建物取引業者免許証書換え交付申 第３号の２ 第４条の２

請書

再交付 〃 再交付申請書 第３号の３ 第４条の３

宅地建物取引業者名簿登記事項変更届

出書（第１面）

変更届 〃 第２面 第３号の４ 第５条の３（ ）

（ ）〃 第３面

（ ）〃 第４面

廃業届 廃業等届出書 第３号の５ 第５条の５

50条2項届出書 第12号 第19条50条2項

供 託 営業保証金供託届出書 第７号の６ 第15条の５

申請書様式につきましては、ｐ８～ｐ45を参考としてください。



（６）登録免許税及び更新手数料

① 国土交通大臣の新規免許申請の場合

登録免許税として９万円（H13.4.1現在）を納付し、その領収書原本を貼付する。

納税地一覧表

免許を受けようとする
納税地の名称及び所在地

地方整備局長等の名称

北海道開発局長 札幌国税局札幌北税務署
北海道札幌市北区北三十一条西７－３－１

東北地方整備局長 仙台国税局仙台北税務署
宮城県仙台市青葉区上杉１－１－１

関東地方整備局長 関東信越国税局大宮税務署
埼玉県さいたま市大宮区土手町３－１８４

北陸地方整備局長 関東信越国税局新潟税務署
新潟県新潟市営所通二番町６９２－５

中部地方整備局長 名古屋国税局名古屋中税務署
愛知県名古屋市中区三の丸３－３－２

近畿地方整備局長 大阪国税局東税務署
大阪府大阪市中央区大手前１－５－６３

中国地方整備局長 広島国税局広島東税務署
広島県広島市中区上八丁堀３－１９

四国地方整備局長 高松国税局高松税務署
香川県高松市天神前２－１０

九州地方整備局長 福岡国税局博多税務署
福岡県福岡市東区馬出１－８－１

沖縄総合事務局長 沖縄国税事務所那覇税務署
沖縄県那覇市旭町９

② 国土交通大臣免許の更新の場合

収入印紙３万３千円（消印無効 （H13.4.1現在））

③ 都道府県知事免許（新規（免許換えを含む ・更新））

各都道府県が条令で定めております。



２．窓口情報
（１）提出先窓口

大臣免許、知事免許ともに提出先窓口は表１の各都道府県宅地建物取引業免許事務担

当課になります。

（２）受付時間

提出先窓口にご照会下さい。

（３）相談窓口

表１の各都道府県宅地建物取引業免許事務担当課又は各地方整備局建設産業課等



３．手続情報
（１）免許の基準（宅地建物取引業法第５条）

免許を受けようとする者が次に掲げる欠格要件の一に該当する場合又は免許申請書

若しくはその添付書類中に重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事

項の記載が欠けている場合には免許を与えることはできません。

（参考）

免許の欠格要件（宅地建物取引業法第５条第１項）

1) ５年間免許を受けられない場合

○ 免許不正取得、情状が特に重い不正行又は業務停止処分違反をして免許を取

り消された場合

○ 免許不正取得、情状が特に重い不正行又は業務停止処分違反をした疑いがあ

るとして聴聞の公示をされた後、廃業の届出を行った場合

○ 禁固以上の刑又は宅地建物取引業違反により罰金の刑に処せられた場合

○ 宅地建物取引業に関し不正または著しく不当な行為をした場合

2) その他の場合

○ 禁治産者、準禁治産者または破産者で復権を得ない者

○ 宅地建物取引業に関し不正又は不誠実な行為をするおそれが明らかな場合

○ 事務所に専任の取引主任者を設置していない場合

（２）標準処理期間

① 国土交通大臣免許（新規・更新）については、おおむね１００日程度です。

② 都道府県知事免許については表１の各都道府県宅地建物取引業免許事務担当課へ

ご照会下さい。

（３）不服申立方法

行政不服審査法の規定によります。



表１ 都道府県宅地建物取引業免許事務担当課一覧

都道府県宅地建物取引業
電 話 番 号

免 許 事 務 担 当 課 名

北海道建設部建築指導課 ０１１－２３１－４１１１
青森県土木部建築住宅課住宅政策グループ ０１７－７３４－９６９２
岩手県土木部建築住宅課 ０１９－６５１－３１１１
宮城県土木部建築宅地課 ０２２－２１１－２１１１
秋田県建設交通部建築住宅課 ０１８－８６０－２５６５
山形県土木部建築住宅課 ０２３－６３０－２６４１
福島県土木部建築領域建築指導グループ ０２４－５２１－７５２３
茨城県土木部都市局建築指導課 ０２９－３０１－４７２２
栃木県土木部住宅課 ０２８－６２３－２４８８
群馬県土木部監理課宅建業グループ ０２７－２２６－３５２５
埼玉県県土整備部開発指導課 ０４８－８３０－５４８８
千葉県県土整備部建設・不動産業課不動産業室 ０４３－２２３－３２３８
東京都都市整備局住宅推進部不動産業課 ０３－５３２０－５０７２
神奈川県県土整備部建設業課宅建指導班 ０４５－２１０－６３１５
新潟県土木部都市局都市政策課 ０２５－２８０－５４２７
富山県土木部建築住宅課 ０７６－４４４－３３５５
石川県土木部建築住宅課 ０７６－２２５－１７７８
福井県土木部建築住宅課住宅計画グループ ０７７６－２０－０５０５
山梨県土木部住宅課 ０５５－２２３－１７３０
長野県住宅部建築管理課 ０２６－２３５－７３３４
岐阜県基盤整備部建築指導課宅建係 ０５８－２７２－１１１１
静岡県都市住宅部都市政策総室不動産取引室 ０５４－２２１－３０７２
愛知県建設部住宅管理課 ０５２－９５４－６５８３
三重県県土整備部 ０５９－２２４－２７０８建築開発室宅建業･屋外広告物ｸﾞﾙｰﾌﾟ

滋賀県土木交通部住宅課 ０７７－５２８－４２３１
京都府土木建築部建築指導課 ０７５－４１４－５３４３
大阪府建築都市部建築振興課宅建業指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ ０６－６９４１－０３５１
兵庫県県土整備部まちづくり局民間住宅室 ０７８－３６２－３６１２
奈良県土木部建築課 ０７４２－２７－７５６３
和歌山県県土整備部都市住宅局公共建築課 ０７３－４４１－３２４３
鳥取県生活環境部住宅政策課 ０８５７－２６－７４１１
島根県土木部建築住宅課 ０８５２－２２－５２２６
岡山県土木部都市局建築指導課 ０８６－２２６－７５０４
広島県土木建築部都市局建築課 ０８２－５１３－４１８５
山口県土木建築部住宅課 ０８３－９３３－３８８３
徳島県県土整備部建築開発指導課 ０８８－６２１－２６０４
香川県土木部住宅課 ０８７－８３２－３５８２
愛媛県土木部道路都市局建築住宅課 ０８９－９４１－２７７９
高知県土木部住宅企画課 ０８８－８２３－９８６１
福岡県建築都市部建築指導課 ０９２－６４３－３７１８
佐賀県県土づくり本部建築住宅課 ０９５２－２５－７１６４
長崎県土木部建築課 ０９５－８２３－０７８０
熊本県土木部建築課 ０９６－３８１－８９１２
大分県土木部建築住宅課 ０９７－５３６－１１１１
宮崎県土木部建築住宅課 ０９８５－２６－７１９５
鹿児島県土木部建築課 ０９９－２８６－３７０７
沖縄県土木建築部建築指導課 ０９８－８６６－２４１３



表２
地方整備局等担当課一覧

地方整備局等担当課名 電 話 番 号

北海道開発局事業振興部建設産業課 ０１１－７０９－２３１１

東北地方整備局建政部計画・建設産業課 ０２２－２２５－２１７１

関東地方整備局建政部建設産業課 ０４８－６０１－３１５１

北陸地方整備局建政部計画・建設産業課 ０２５－２６６－１１７１

中部地方整備局建政部建設産業課 ０５２－９５３－８１１９

近畿地方整備局建政部建設産業課 ０６－６９４２－１１４１

中国地方整備局建政部計画・建設産業課 ０８２－２２１－９２３１

四国地方整備局建政部計画・建設産業課 ０８７－８５１－８０６１

九州地方整備局建政部計画・建設産業課 ０９２－４７１－６３３１

沖縄総合事務局開発建設部建設行政課 ０９８－８６６－００３１



別 記

（第一条関係）様式第一号

（Ａ４）

１ １ ０

免 許 申 請 書
（第一面）

宅地建物取引業法第４条第１項の規定により、同法第３条第１項の免許を申請します。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

年 月 日

地方整備局長
北 海 道 開 発 局 長 殿

知事

申請者 商 号 又 は 名 称

郵便番号（ ）

主 た る 事 務 所 の
所 在 地

氏 名 印

（法人にあつては、代表者の氏名）

電 話 番 号（ ） －

ファクシミリ番号（ ） －

受付番号 受付年月日 申請時の免許証番号

（ ）

（有効期間： 年 月 日～ 年 月 日）

国土交通大臣免許の 免許換え後の

知事種類 1.新規 免許権者コード

2.免許換え新規→ 年 月 日

3.更新 年 月 日から

年 月 日まで

項番 ◎商号又は名称

11

商号又は 確認欄

名 称

◎代表者又は個人に関する事項

12 役 名 コ － ド 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

◎宅地建物取引業以外に行っている事業 ◎所属している不動産業関係業界団体がある場合にはその名

がある場合にはその種類 称

（加入： 年 月 日）13

（加入： 年 月 日）

（加入： 年 月 日）

◎資本金（千円） 確認欄（加入： 年 月 日）

（加入： 年 月 日）

法人・個人の別

1.法人
2.個人

兼
業
コ
ー
ド

所
属
団
体
コ
ー
ド

億 千万 百万 十万 万 千

* *

*

*

*

* 免許証番号

* 免許年月日

* 有 効 期 間

（ ）第 号

フリガナ



（第二面）

１ ２ ０

受付番号 申請時の免許証番号

（ ）

項番 ◎役員に関する事項（法人の場合）

21 役 名 コ － ド 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

21 役 名 コ － ド 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

21 役 名 コ － ド 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

21 役 名 コ － ド 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

21 役 名 コ － ド 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

*

*

*

*

*

*



（第三面）

１ ３ ０

受付番号 申請時の免許証番号

（ ）

項番

30 事 務 所 の 別 1.主たる事務所 2.従たる事務所 事 務 所 コ －

ド

事 務 所 の 名 称

◎事務所に関する事項

31 郵 便 番 号

所在地市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

電 話 番 号 確認欄

従事する者の数

◎政令第２条の２で定める使用人に関する事項

32 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

◎専任の取引主任者に関する事項

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

*

*

*

所 在 地

*

*

*

*



（第四面）

１ ４ ０

受付番号 申請時の免許証番号

（ ）

項番

事務所コード30 事 務 所 の 名 称

◎専任の取引主任者に関する事項（続き）

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

*

*

*

*

*

*

*



（第五面）

登録免許税納付書・領収証書又は証紙はり付け欄

（消印してはならない ）。



備 考

１ 各面共通事項

① 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「申請時の免許証番号」の欄は、免許換え新規又は更新の場合にのみ記入すること。この場合、免許権者

については、下表より該当するコードを記入すること。ただし、免許権者が北海道知事である場合には、５

１～６４のうち該当するコードを記入すること。

（記入例） ０ ０ （５） １ ０ ０ ［国土交通大臣（５）第１００号の場合］

00 国土交通大臣 16 富山県知事 32 島根県知事 51 北海道知事（石狩）

17 石川県知事 33 岡山県知事 52 北海道知事（渡島）

02 青森県知事 18 福井県知事 34 広島県知事 53 北海道知事（檜山）

03 岩手県知事 19 山梨県知事 35 山口県知事 54 北海道知事（後志）

04 宮城県知事 20 長野県知事 36 徳島県知事 55 北海道知事（空知）

05 秋田県知事 21 岐阜県知事 37 香川県知事 56 北海道知事（上川）

06 山形県知事 22 静岡県知事 38 愛媛県知事 57 北海道知事（留萌）

07 福島県知事 23 愛知県知事 39 高知県知事 58 北海道知事（宗谷）

08 茨城県知事 24 三重県知事 40 福岡県知事 59 北海道知事（網走）

09 栃木県知事 25 滋賀県知事 41 佐賀県知事 60 北海道知事（胆振）

10 群馬県知事 26 京都府知事 42 長崎県知事 61 北海道知事（日高）

11 埼玉県知事 27 大阪府知事 43 熊本県知事 62 北海道知事（十勝）

12 千葉県知事 28 兵庫県知事 44 大分県知事 63 北海道知事（釧路）

13 東京都知事 29 奈良県知事 45 宮崎県知事 64 北海道知事（根室）

14 神奈川県知事 30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事

15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事

③ 「役名コード」の欄には、下表により該当する役名のコードを記入すること。

ア 個人の場合には記入すること。

イ 代表取締役が複数存在するときには、そのすべての者について「01」を記入すること。

ウ 農業協同組合法等に基づく代表理事の場合には 「01」を記入すること。、

エ 商法第188条第２項第９号の規定に基づき登記された共同代表については 「10」を記入すること。、

（ ）01 代表取締役（株式会社・有限会社） 05 社員 （合名会社） 13 代表執行役 株式会社

02 取締役 （株式会社・有限会社） 06 無限責任社員（合資会社） 14 執行役（株式会社）

03 監査役 （株式会社・有限会社） 07 理事 09 その他

04 代表社員 （合名会社） 08 監事

④ 「登録番号」の欄は、宅地建物取引主任者である場合にのみ、その登録番号を記入すること。この場合、

登録を受けている都道府県知事については、上記②の表より該当するコードを記入すること。ただし、北海

道知事の登録を受けている場合には、51～64のうち該当するコードを記入すること。また、登録番号に「選

考」とある場合にのみ最後の□に「１」を記入すること。

（記入例） １ ３ ０ ０ ０ １ ０ ０ ［東京都知事登録第000100号の場合］

⑤ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及

び半濁点は１文字として扱うこと。また 「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入するこ、

と。

⑥ 「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、□に数字を記入

するに当たつては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｈ ０ １ 年 ０ ８ 月 ２ ３ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和

［平成元年８月23日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成



⑦ 「所在地市区町村コ－ド」の欄は、都道府県の窓口に備付けのコ－ドブック（総務省編「全国地方公共団

体コ－ド ）により該当する市区町村のコ－ドを記入すること。」

⑧ 「所在地」の欄には、⑦により記入した所在地市区町村コ－ドによって表される市区町村に続く町名、街

区符号、住居番号等を 「丁目 「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで、 」

記入すること。

（記入例） 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑨ 申請者が未成年者である場合は、法定代理人の同意書を添付すること。

２ 第一面関係

① 「免許の種類」の欄は、該当する番号を記入すること。

② 「免許換え後の免許権者コード」の欄は 「免許の種類」の欄において「２」を記入した場合にのみ、上、

記１②の表により該当する免許換え後のコードを記入すること。この場合、免許換え後の免許権者が北海道

知事である場合には「01」を記入すること。

③ 商号又は名称の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点は１

文字として扱うこと。また 「商号又は名称」も、上段から左詰めで記入すること。、

④ 「法人個人の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

⑤ 代表者又は個人に関する事項については、法人の場合で代表者が複数存在するときには、申請者である代

表者について記入し、その他の者については、第二面の役員に関する事項に記入すること。

、 、 、例えば 株式会社の場合で代表取締役が複数存在するときには 申請者である代表取締役について記入し

その他の者については、第二面の役員に関する事項の欄に記入すること（第二面であつても代表取締役の役

名コードは「01」を記入すること 。。）

⑥ 「兼業コ－ド」の欄は、下表より該当する事業のコ－ドを記入すること。なお、宅地建物取引業以外に行

っている事業がない場合には 「50」を記入すること。、

01 農 業 05 建設業 09 卸売・小売業、飲食店 13 サービス業

02 林 業 06 製造業 10 金融・保険業 14 その他

03 漁 業 07 電気・ガス・熱供給・水道業 11 不動産賃貸業

04 鉱 業 08 運輸・通信業 12 不動産管理業

⑦ 「所属団体コード」の欄は、下表より該当する所属団体のコードを記入すること。なお、所属している

不動産業関係業界団体がない場合には「50」を記入すること。

(社)高層住宅管理業協会 (社)日本高層住宅協会01 07

(社)日本住宅建設産業協会02

(社)全国住宅宅地協会連合会の会員である各協会 (社)日本ビルヂング協会連合会の会員である各協会03 09

(社)全国宅地建物取引業協会連合会の会員である各協会 (社)不動産協会04 10

(社)全日本不動産協会 (社)不動産流通経営協会05 11

(社)都市開発協会 その他06 12

⑧ 「資本金」の欄は、法人の場合にのみ右詰めで記入すること。

３ 第二面関係

① 第二面は、申請者が法人の場合にのみ記入すること。

② 役員に関する事項の欄は、第一面で代表者として記入した者については記入しないこと。

③ 第二面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。

４ 第三面関係

① 第三面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

② 「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

③ 「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入す

ること。



（記入例） ０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １

④ 「従事する者の数」の欄は、右詰めで記入すること。この場合に 「従事する者」には、営業に従事する、

、 。者のみならず 宅地建物取引業に係る一般管理部門に所属する者や補助的な事務に従事する者も含めること

また、申請者が個人である場合において、その家族が宅地建物取引業に従事し、又は従事しようとしてい

るときは、その者についても記入すること。

なお、宅地建物取引業を他の事業と兼業する場合は、宅地建物取引業に従事する者についてのみ記入する

こと。

５ 第四面関係

① 「専任の取引主任者に関する事項（続き 」の欄は、第三面に記載しきれない場合に使用することとし、）

第三面の次に添付すること。

② 第四面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

③ 第四面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。



様式第二号（第一条の二関係）
（Ａ４）

添 付 書 類 （１）

（第一面）

宅地宅地建物取引業経歴書

１．事業の沿革

最初の免許 組 織 変 更

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

２．事業の実績
イ．代理又は媒介の実績

年 月 日から 年 月 日から 年 月 日から 年 月 日から 年 月 日から
年 月 日まで 年 月 日まで 年 月 日まで 年 月 日まで 年 月 日まで期 間

の１年間 の１年間 の１年間 の１年間 の１年間

貸借 貸借 貸借 貸借 貸借売買・交換 売買・交換 売買・交換 売買・交換 売買・交換

宅
価 格

(千円）
地

建
価 格

(千円）
物

建宅
地 価 格

(千円）及
物び

合
価 格

(千円）
計

種 類
内 容

手 数 料

手 数 料

件 数

件 数

件 数

手 数 料

件 数

手 数 料



（第二面）
ロ．売買・交換の実績

年 月 日から 年 月 日から 年 月 日から 年 月 日から 年 月 日から期 間

年 月 日まで 年 月 日まで 年 月 日まで 年 月 日まで 年 月 日まで
の１年間 の１年間 の１年間 の１年間 の１年間種 類

宅
地 価 額

(千円)

売 建
物 価 額

(千円)
建宅

地 数
却 及 価 額

物び (千円)

合
計 価 額

(千円)

宅
地 価 額

(千円)

購 建
物 価 額

(千円)
建宅

地 数
入 及 価 額

物び (千円)

合
計 価 額

(千円)

宅
地 価 額

(千円)

交 建
物 価 額

(千円)
建宅

地 数
換 及 価 額

物び (千円)

合
計 価 額

(千円)
備考
１ 新規に免許を申請する者は 「最初の免許」の欄に「新規」と記入すること。、
２「組織変更」の欄には、合併又は商号若しくは名称の変更について記入すること。
３「期間」の欄には、事業年度を記入すること。
４「売買・交換」の欄には、上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入すること。



（Ａ４）
添 付 書 類 （２）

誓 約 書

申請者、申請者の役員、令第２条の２に規定する使用人

及び法定代理には、法第５条第１項各号に該当しない者で

あることを誓約します。

年 月 日

商号又は名称

印氏 名

（ 印 ）法定代理人氏名

地方整備局長
殿北海道開発局長

知事



（Ａ４）
添 付 書 類（３）

専任の取引主任者設置証明書

下記の事務所は、宅地建物取引業法第１５条第１項に規定する要件を備えている
ことを証明します。

年 月 日

地方整備局長
北海道開発局長 殿

知事

商号又は名称

氏 名 印
（法人にあつては、代表者の氏名）

記

専任の取引 宅地建物取引業に
事務所の名称 所 在 地

主任者の数 従事する者の数

名

名

名

名

名

名

名

名



添 付 書 類 （４） （Ａ４）

１ ５ ０

（第一面）

相 談 役 及 び 顧 問 （法 人 の 場 合）

受付番号 申請時の免許証番号

（ ）

項番

51 役 名 コ － ド 就任年月日 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄

51 役 名 コ － ド 就任年月日 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄

51 役 名 コ － ド 就任年月日 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄

51 役 名 コ － ド 就任年月日 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄

*

*
住 所

*
住 所

*
住 所

*
住 所



（第二面）

１ ６ ０

100分の５以上の株式を有する株主又は100分の５以上の額に相当する出資をしている者（法人の場合）

受付番号 申請時の免許証番号

（ ）

項番

52 フ リ ガ ナ

氏 名 又 は 名 称

生 年 月 日 年 月 日

保 有 株 式 の 数 株

（ 出 資 金 額 ） (円) ％

市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄

52 フ リ ガ ナ

氏 名 又 は 名 称

生 年 月 日 年 月 日

保 有 株 式 の 数 株

（ 出 資 金 額 ） (円) ％

市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄

52 フ リ ガ ナ

氏 名 又 は 名 称

生 年 月 日 年 月 日

保 有 株 式 の 数 株

（ 出 資 金 額 ） (円) ％

市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄

52 フ リ ガ ナ

氏 名 又 は 名 称

生 年 月 日 年 月 日

保 有 株 式 の 数 株

（ 出 資 金 額 ） (円) ％

市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄

*

*
住所又は所在地

割 合

*
住所又は所在地

割 合

*
住所又は所在地

割 合

*
住所又は所在地

割 合



備 考

１ 各面共通事項

① この書面は、申請者が法人である場合にのみ記入すること。

② 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

③ 「申請時の免許証番号」の欄は、免許換え新規又は更新の場合にのみ記入すること。この場合、免許権者

については、下表より該当するコードを記入すること。ただし、免許権者が北海道知事である場合には、５

１～６４のうち該当するコードを記入すること。

（記入例） ０ ０ （５） １ ０ ０ ［国土交通大臣（５）第１００号の場合］

00 国土交通大臣 16 富山県知事 32 島根県知事 51 北海道知事（石狩）

17 石川県知事 33 岡山県知事 52 北海道知事（渡島）

02 青森県知事 18 福井県知事 34 広島県知事 53 北海道知事（檜山）

03 岩手県知事 19 山梨県知事 35 山口県知事 54 北海道知事（後志）

04 宮城県知事 20 長野県知事 36 徳島県知事 55 北海道知事（空知）

05 秋田県知事 21 岐阜県知事 37 香川県知事 56 北海道知事（上川）

06 山形県知事 22 静岡県知事 38 愛媛県知事 57 北海道知事（留萌）

07 福島県知事 23 愛知県知事 39 高知県知事 58 北海道知事（宗谷）

08 茨城県知事 24 三重県知事 40 福岡県知事 59 北海道知事（網走）

09 栃木県知事 25 滋賀県知事 41 佐賀県知事 60 北海道知事（胆振）

10 群馬県知事 26 京都府知事 42 長崎県知事 61 北海道知事（日高）

11 埼玉県知事 27 大阪府知事 43 熊本県知事 62 北海道知事（十勝）

12 千葉県知事 28 兵庫県知事 44 大分県知事 63 北海道知事（釧路）

13 東京都知事 29 奈良県知事 45 宮崎県知事 64 北海道知事（根室）

14 神奈川県知事 30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事

15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事

④ 「住所市区町村コ－ド」及び「市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口に備付けのコ－ドブック（総務

省編「全国地方公共団体コ－ド ）により該当する市区町村のコ－ドを記入すること。」

⑤ 「住所」及び「住所又は所在地」の欄は、④により記入した住所市区町村コ－ド及び市区町村コードによ

つて表される市区町村に続く町名、街区符号、住居番号等を 「丁目 「番」及び「号」をそれぞれ－（ダ、 」、

ッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入すること。

（記入例） 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑥ 第一面又は第二面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付す

ること。

２ 第一面関係

① 「役名コード」の欄は、下表により該当する役名のコードを記入すること。

11 相談役

12 顧問

② 「就任年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するととも

に、□に数字を記入するに当たつては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｈ ０ １ 年 ０ ８ 月 ２ ３ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和

［平成元年８月23日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

③ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及

び半濁点は１文字として扱うこと。また 「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入するこ、



と。

３ 第二面関係

「 」 、 、 、 、① 氏名又は名称の フリガナ の欄は カタカナで 姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し その際

濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また 「氏名又は名称」の欄も左詰めで記入すること。なお、株、

主又は出資者が個人である場合には、姓と名の間に１文字分空けて記入すること。

② 「生年月日」の欄は、株主又は出資者が個人の場合にのみ記入すること。その場合に最初の□には下表よ

り該当する元号のコードを記入するとともに、□に数字を記入するに当たつては、空位の□に「０」を記入

すること。

（記入例） Ｈ ０ １ 年 ０ ８ 月 ２ ３ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和

［平成元年８月23日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

③ 「割合」の欄は、株式会社にあつては該当する株主につき保有株式の発行済株式総数に対する割合を、そ

の他の法人にあつては該当する出資者につき出資金額の出資金総額に対する割合を記入すること。



（Ａ４）
添 付 書 類（５）

事務所を使用する権原に関する書面

事務所の所有者が申請者と異なる場合
事 項 所有者

契約相手 契約日 契約期間 契約形態 用 途

（事務所名）

（所在地）

（事務所名）

（所在地）

（事務所名）

（所在地）

（事務所名）

（所在地）

（事務所名）

（所在地）

上記の記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。

年 月 日
商号又は名称

氏 名 印

備 考
１ 「所有者」の欄は、事務所の所有者の氏名又は法人名（法人の代表者名を含む ）を記入すること。。
２ 「事務所の所有者が申請者と異なる場合」の欄は、事務所の所有者が免許申請者と異なる場合にの

み次により記入すること。
① 「契約形態」の欄は、賃貸借又は使用貸借の別を記入すること。
② 「用途」の欄は、土地建物登記簿謄本、建物賃貸借契約書又は建物使用貸借契約書等に記載され

た用途（住居、事務所等）について記入すること。

（Ａ４）



添 付 書 類 （６）

略 歴 書

電話番号（ ） －

(ﾌﾘｶﾞﾅ)
氏 名

期 間 従 事 し た 職 務 の 内 容

自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

職 歴 自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

上記のとおり相違ありません。

年 月 日
氏 名 印

生年月日

登録番号職 名

住 所

年 月 日



添 付 書 類 （７）

資産に関する調書

年 月 日現在（Ａ４）

資 産

現金預金

有価証券

未収入金

土 地

建 物

備 品

権 利

そ の 他

計

負 債

借 入 金

未 払 金

預 り 金

前 受 金

そ の 他

計

備 考
１ この調書は、個人の業者のみが記入すること。
２ 「権利」とは、営業権、地上権、電話加入権その他の無形固定資産を

いう。

資 産 価 格 摘 要



添 付 書 類 （８） （Ａ４）

１ ７ ０

宅地建物取引業に従事する者の名簿

受付番号 申請時の免許証番号

（ ）

事務所コード

事務所の名称

従 事 す る 者 名 うち専任の取引主任者 名

項番

61 業 務 に 従 事 す る 者

従業者証 主たる 取 引 主 任 者 で ある か
明書番号 職務内容 否 か の 別

*

1.男2.女

1.男2.女

１

２

1.男2.女

1.男2.女

３

４

1.男2.女

1.男2.女

５

６

1.男2.女

1.男2.女

７

８

1.男2.女25

*

*

1.男2.女

1.男2.女

17

18

1.男2.女

1.男2.女

19

20

1.男2.女

1.男2.女

21

22

1.男2.女

1.男2.女

23

24

1.男2.女

1.男2.女

９

10

1.男2.女

1.男2.女

11

12

1.男2.女

1.男2.女

13

14

1.男2.女

1.男2.女

15

16

確認欄

［ ］

氏 名 生 年 月 日 性 別

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］



備 考

① この書面は、事務所ごとに作成すること。

② 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

「 」 、 。 、③ 申請時の免許証番号 の欄は 免許換え新規又は更新の場合にのみ記入すること この場合

免許権者については、下表より該当するコードを記入すること。ただし、免許権者が北海道知事

である場合には、５１～６４のうち該当するコードを記入すること。

（記入例） ０ ０ （５） １ ０ ０ ［国土交通大臣（５）第１００号の場合］

00 国土交通大臣 16 富山県知事 32 島根県知事 51 北海道知事（石狩）

17 石川県知事 33 岡山県知事 52 北海道知事（渡島）

02 青森県知事 18 福井県知事 34 広島県知事 53 北海道知事（檜山）

03 岩手県知事 19 山梨県知事 35 山口県知事 54 北海道知事（後志）

04 宮城県知事 20 長野県知事 36 徳島県知事 55 北海道知事（空知）

05 秋田県知事 21 岐阜県知事 37 香川県知事 56 北海道知事（上川）

06 山形県知事 22 静岡県知事 38 愛媛県知事 57 北海道知事（留萌）

07 福島県知事 23 愛知県知事 39 高知県知事 58 北海道知事（宗谷）

08 茨城県知事 24 三重県知事 40 福岡県知事 59 北海道知事（網走）

09 栃木県知事 25 滋賀県知事 41 佐賀県知事 60 北海道知事（胆振）

10 群馬県知事 26 京都府知事 42 長崎県知事 61 北海道知事（日高）

11 埼玉県知事 27 大阪府知事 43 熊本県知事 62 北海道知事（十勝）

12 千葉県知事 28 兵庫県知事 44 大分県知事 63 北海道知事（釧路）

13 東京都知事 29 奈良県知事 45 宮崎県知事 64 北海道知事（根室）

14 神奈川県知事 30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事

15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事

④ 「宅地建物取引業に従事する者」には、営業に従事する者のみならず、宅地建物取引業に係る

一般管理部門に所属する者や補助的な事務に従事する者も含めること。

また、申請者が個人である場合において、その家族が宅地建物取引業に従事し、又は従事しよ

うとしているときは、その者についても記入すること。

なお、宅地建物取引業を他の事業と兼業する場合は、宅地建物取引業に従事する者についての

み記入すること。

⑤ 「氏名」の欄は、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。

⑥ 「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、□に

数字を記入するに当たつては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｈ ０ １ ０ ８ ２ ３ Ｍ 明治 Ｓ 昭和

［平成元年８月２３日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

⑦ 「性別」の欄は、該当する番号を○で囲むこと。

⑧ 「従業者証明書番号」の欄は、法第48条第１項の証明書の番号を記入すること。なお、新規の

免許の申請の場合には、あらかじめ同項の証明書の番号を定め、その番号を記入すること。

⑨ 取引主任者である者については ［ ］内に登録番号を記入し、このうち専任の取引主任者、

である者については ［ ］の前に○印を付けること。、

（記入例） ○[(東京)０００１００] ［東京都知事登録第０００１００号

である専任の取引主任者の場合］

⑩ この書面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付

すること。



（第四条の二関係）様式第三号の二

（Ａ４）

２ １ ０

宅地建物取引業者免許証書換え交付申請書

宅地建物取引業者免許証の記載事項に下記のとおり変更を生じましたので、宅地建物取引業

法施行規則第４条の２の規定により、宅地建物取引業者免許証の書換え交付を申請します。

年 月 日

地方整備局長
北海道開発局長 殿

知事

申請者 商 号 又 は 名 称

郵 便 番 号（ ）

主 た る 事 務 所 の
所 在 地

氏 名 印

（法人にあつては、代表者の氏名）

電 話 番 号（ ） －

ファクシミリ番号（ ） －

受付番号 受付年月日 申請時の免許証番号

（ ）

変更に係る事項 変 更 後 変 更 前 変 更 年 月 日

(ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ)

商 号 又 は 名 称

(ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ)

代 表 者 氏 名

確認欄

*

*

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

*



備 考

① 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「申請時の免許証番号」の欄は、免許権者については、下表より該当するコードを記入すること。

ただし、免許権者が北海道知事である場合には、５１～６４のうち該当するコードを記入すること。

（記入例） ０ ０ （５） １ ０ ０ ［国土交通大臣（５）第１００号の場合］

00 国土交通大臣 16 富山県知事 32 島根県知事 51 北海道知事（石狩）

17 石川県知事 33 岡山県知事 52 北海道知事（渡島）

02 青森県知事 18 福井県知事 34 広島県知事 53 北海道知事（檜山）

03 岩手県知事 19 山梨県知事 35 山口県知事 54 北海道知事（後志）

04 宮城県知事 20 長野県知事 36 徳島県知事 55 北海道知事（空知）

05 秋田県知事 21 岐阜県知事 37 香川県知事 56 北海道知事（上川）

06 山形県知事 22 静岡県知事 38 愛媛県知事 57 北海道知事（留萌）

07 福島県知事 23 愛知県知事 39 高知県知事 58 北海道知事（宗谷）

08 茨城県知事 24 三重県知事 40 福岡県知事 59 北海道知事（網走）

09 栃木県知事 25 滋賀県知事 41 佐賀県知事 60 北海道知事（胆振）

10 群馬県知事 26 京都府知事 42 長崎県知事 61 北海道知事（日高）

11 埼玉県知事 27 大阪府知事 43 熊本県知事 62 北海道知事（十勝）

12 千葉県知事 28 兵庫県知事 44 大分県知事 63 北海道知事（釧路）

13 東京都知事 29 奈良県知事 45 宮崎県知事 64 北海道知事（根室）

14 神奈川県知事 30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事

15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事



（第四条の三関係）様式第三号の三

（Ａ４）

２ ２ ０

宅地建物取引業者免許証再交付申請書

宅 地 建 物 取 引 業 法 施 行 規 則 第 ４ 条 の ３ の 規 定 に よ り 、 宅 地 建 物 取 引 業 者 免 許 証

の 再 交 付 を 申 請 し ま す 。

年 月 日

地方整備局長
北 海 道 開 発 局 長 殿

知事

申請者 商 号 又 は 名 称

郵 便 番 号（ ）

主 た る 事 務 所 の
所 在 地

氏 名 印

（法人にあつては、代表者の氏名）

電 話 番 号（ ） －

ファクシミリ番号（ ） －

受付番号 受付年月日 申請時の免許証番号

（ ）

主たる事務所の所在地

１．亡 失 ２．滅 失 ３．汚 損 ４．破 損

再交付を申請する理由

確認欄

*

**

（フリガナ）
商 号 又 は 名 称

（フリガナ）
代 表 者 氏 名



備 考

① 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「申請時の免許証番号」の欄は、免許権者については、下表より該当するコードを記入するこ

と。ただし、免許権者が北海道知事である場合には、５１～６４のうち該当するコードを記入す

ること。

（記入例） ０ ０ （５） １ ０ ０ ［国土交通大臣（５）第１００号の場合］

00 国土交通大臣 16 富山県知事 32 島根県知事 51 北海道知事（石狩）

17 石川県知事 33 岡山県知事 52 北海道知事（渡島）

02 青森県知事 18 福井県知事 34 広島県知事 53 北海道知事（檜山）

03 岩手県知事 19 山梨県知事 35 山口県知事 54 北海道知事（後志）

04 宮城県知事 20 長野県知事 36 徳島県知事 55 北海道知事（空知）

05 秋田県知事 21 岐阜県知事 37 香川県知事 56 北海道知事（上川）

06 山形県知事 22 静岡県知事 38 愛媛県知事 57 北海道知事（留萌）

07 福島県知事 23 愛知県知事 39 高知県知事 58 北海道知事（宗谷）

08 茨城県知事 24 三重県知事 40 福岡県知事 59 北海道知事（網走）

09 栃木県知事 25 滋賀県知事 41 佐賀県知事 60 北海道知事（胆振）

10 群馬県知事 26 京都府知事 42 長崎県知事 61 北海道知事（日高）

11 埼玉県知事 27 大阪府知事 43 熊本県知事 62 北海道知事（十勝）

12 千葉県知事 28 兵庫県知事 44 大分県知事 63 北海道知事（釧路）

13 東京都知事 29 奈良県知事 45 宮崎県知事 64 北海道知事（根室）

14 神奈川県知事 30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事

15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事

「 」 、 、 。③ 再交付を申請する理由 の欄は 該当するものの番号を○で囲み 具体的な理由を記すこと

④ 汚損又は破損を理由に申請する場合は、その汚損し、又は破損した免許証を添えること。



（第五条の三関係）様式第三号の四

（Ａ４）

２ ３ ０

宅地建物取引業者名簿登載事項変更届出書
（第一面）

下記のとおり、宅地建物取引業者名簿の登載事項のうち、

(1)商号又は名称 (2)代表者又は個人 (3)役員 (4)事務所 (5)政令第２条の２で定める使用人

(6)専任の取引主任者 について変更がありましたので、宅地建物取引業法第９条の規定により届け出ます。

年 月 日

地方整備局長
北 海 道 開 発 局 長 殿

知事

届出者 商 号 又 は 名 称

郵 便 番 号（ ）

主 た る 事 務 所 の
所 在 地

氏 名 印

（法人にあつては、代表者の氏名）

電 話 番 号（ ） －

ファクシミリ番号（ ） －

受付番号 受付年月日 届出時の免許証番号

（ ）

項番 ◎商号又は名称

11 変 更 年 月 日 年 月 日

◎代表者又は個人に関する事項 変更区分

12 変 更 年 月 日 年 月 日 1.就退任

役 名 コ － ド 2.氏 名

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

役名コ－ド

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

* *

*

変

更

後

フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称

変
更
前

変

更

後

*

変

更

前

確認欄フ リ ガ ナ

商号又は名称



（第二面）

２ ４ ０

受付番号 申請時の免許証番号

（ ）

項番 ◎役員に関する事項（法人の場合） 変更区分

21 変 更 年 月 日 年 月 日 1.就退任

役 名 コ － ド 2.氏 名

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

役名コ－ド

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

変更区分

21 変 更 年 月 日 年 月 日 1.就退任

役 名 コ － ド 2.氏 名

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

役名コ－ド

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

*

変

更

後

*

変

更

前

変

更

後

*

変

更

前



（第三面）

２ ５ ０

受付番号 申請時の免許証番号

（ ）

項番

30 事 務 所 の 別 1.主たる事務所 2.従たる事務所 事 務 所 コ －

ド

変更区分

◎事務所に関する事項 1.新設・廃止

31 変 更 年 月 日 年 月 日 2.名称・所在地

事 務 所 の 別 事 務 所 コ ー

ド

事 務 所 の 名 称

郵 便 番 号 都道府県 市郡区 区町村

所在地市区町村コード

電 話 番 号

従事する者の数

変 更 年 月 日 年 月 日

確認欄

◎政令第２条の２で定める使用人に関する事項 変更区分

32 変 更 年 月 日 年 月 日 1.就退任

登 録 番 号 2.氏名

フ リ ガ ナ

氏 名 日

生 年 月 日 年 月

変 更 年 月 日 年 月 日

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

*

*

*

所 在 地

事 務 所 の 名 称

変

更

後

変
更
前

事務所の名称

所 在 地 *

変

更

後

*

変

更

前



（第四面）

２ ６ ０

受付番号 申請時の免許証番号

（ ）

項番

30 事 務 所 の 別 1.主たる事務所 2.従たる事務所 事 務 所 コ －

ド

◎専任の取引主任者に関する事項 変更区分

32 変 更 年 月 日 年 月 日 1.就退任

2.氏名

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

登 録 番 号

フ リ ガ ナ 確認欄

氏 名

変更区分

32 変 更 年 月 日 年 月 日 1.就退任

2.氏名

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

登 録 番 号

フ リ ガ ナ 確認欄

氏 名

*

*

事 務 所 の 名 称

変

更

後

*

変

更

前

変

更

後

*

変

更

前



備 考

１ 各面共通事項

① 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「届出時の免許証番号」の欄は、免許権者については、下表より該当するコードを記入すること。ただし、免

許権者が北海道知事である場合には、５１～６４のうち該当するコードを記入することとし、信託会社及び信託

業務を兼営する銀行については （記入例）イに従うこと。、

（記入例）ア ０ ０ （５） １ ０ ０ ［国土交通大臣（５）第１００号の場合］

イ ９ ９ （ ） ５ ０ ［国土交通大臣届出第５０号の場合］

00 国土交通大臣 16 富山県知事 32 島根県知事 51 北海道知事（石狩）

17 石川県知事 33 岡山県知事 52 北海道知事（渡島）

02 青森県知事 18 福井県知事 34 広島県知事 53 北海道知事（檜山）

03 岩手県知事 19 山梨県知事 35 山口県知事 54 北海道知事（後志）

04 宮城県知事 20 長野県知事 36 徳島県知事 55 北海道知事（空知）

05 秋田県知事 21 岐阜県知事 37 香川県知事 56 北海道知事（上川）

06 山形県知事 22 静岡県知事 38 愛媛県知事 57 北海道知事（留萌）

07 福島県知事 23 愛知県知事 39 高知県知事 58 北海道知事（宗谷）

08 茨城県知事 24 三重県知事 40 福岡県知事 59 北海道知事（網走）

09 栃木県知事 25 滋賀県知事 41 佐賀県知事 60 北海道知事（胆振）

10 群馬県知事 26 京都府知事 42 長崎県知事 61 北海道知事（日高）

11 埼玉県知事 27 大阪府知事 43 熊本県知事 62 北海道知事（十勝）

12 千葉県知事 28 兵庫県知事 44 大分県知事 63 北海道知事（釧路）

13 東京都知事 29 奈良県知事 45 宮崎県知事 64 北海道知事（根室）

14 神奈川県知事 30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事

15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事

③ 「変更年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、

□に数字を記入するに当たつては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｈ ０ １ 年 ０ ８ 月 ２ ３ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和

［平成元年８月23日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

④ 「役名コード」の欄には、下表により該当する役名のコードを記入すること。

ア 個人の場合には記入すること。

イ 代表取締役が複数存在するときには、そのすべての者について「01」を記入すること。

ウ 農業協同組合法等に基づく代表理事の場合には 「01」を記入すること。、

エ 商法第188条第２項第９号の規定に基づき登記された共同代表については 「10」を記入すること。、

（ ）01 代表取締役（株式会社・有限会社） 05 社員 （合名会社） 13 代表執行役 株式会社

02 取締役 （株式会社・有限会社） 06 無限責任社員（合資会社） 14 執行役（株式会社）

03 監査役 （株式会社・有限会社） 07 理事 09 その他

04 代表社員 （合名会社） 08 監事

⑤ 「登録番号」の欄は、宅地建物取引主任者である場合にのみ、その登録番号を記入すること。この場合、登録

を受けている都道府県知事については、上記②の表より該当するコードを記入すること。ただし、北海道知事の

登録を受けている場合には、51～64のうち該当するコードを記入すること。また、登録番号に「選考」とある場

合にのみ最後の□に「１」を記入すること。



（記入例） １ ３ ０ ０ ０ １ ０ ０ ［東京都知事登録第000100号の場合］

⑥ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び半

濁点は１文字として扱うこと。また 「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。、

⑦ 「所在地市区町村コ－ド」の欄は、都道府県の窓口に備付けのコ－ドブック（総務省編「全国地方公共団体コ

－ド ）により該当する市区町村のコ－ドを記入すること。」

⑧ 「所在地」の欄には、⑦により記入した所在地市区町村コ－ドによって表される市区町村に続く町名、街区符

号、住居番号等を 「丁目 「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入する、 」、

こと。

（記入例） 霞 が 関 ２ － １ － ３

２ 第一面関係

① (1)から(6)までの事項については、該当するものの番号を○で囲むこと。

② 商号又は名称の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点は１文字

として扱うこと。また 「商号又は名称」も、上段から左詰めで記入すること。、

③ 項番12の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定めるところにより作成すること。

ア 代表者に交代があつた場合

「 」 「 」 、「 」 「 」 。変更区分 の欄に １ を記入するとともに 変更後 の欄及び 変更前 の欄の両方に記載すること

イ 代表者の氏名に変更があつた場合

「 」 「 」 、「 」 「 」 。変更区分 の欄に ２ を記入するとともに 変更後 の欄及び 変更前 の欄の両方に記載すること

３ 第二面関係

項番21の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定めるところにより作成すること。

ア 代表者以外の役員に交代があつた場合

「 」 「 」 、「 」 「 」 。変更区分 の欄に １ を記入するとともに 変更後 の欄及び 変更前 の欄の両方に記載すること

イ 代表者以外の役員に新たな者を追加した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに 「変更後」の欄にのみ記載すること。、

ウ 代表者以外の役員を削減した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに 「変更前」の欄にのみ記載すること。、

エ 代表者以外の役員の氏名に変更があつた場合

「 」 「 」 、「 」 「 」 。変更区分 の欄に ２ を記入するとともに 変更後 の欄及び 変更前 の欄の両方に記載すること

４ 第三面関係

① 第三面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

② 「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

「 」 「 」 、 、 「 」③ 項番30の 事務所の別 及び 事務所の名称 の欄は その変更の有無にかかわらず 変更前の 事務所の別

及び 事務所の名称 を記入すること ただし 事務所を新設した場合は 当該事務所の 事務所の別 及び 事「 」 。 、 、 「 」 「

務所の名称」を記入すること。

④ 項番31の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより作成すること。

ア 事務所を新設した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに 「変更後」の欄にのみ記載すること。、

イ 事務所を廃止した場合場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに 「変更前」の欄にのみ記載すること。、

ウ 事務所の名称又は所在地に変更があつた場合

「 」 「 」 、「 」 「 」 。変更区分 の欄に ２ を記入するとともに 変更後 の欄及び 変更前 の欄の両方に記載すること

⑤ 「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入するこ

と。

（記入例） ０ ３ － ３ ５ ８ ０ － ４ ３ １ １

⑥ 「従事する者の数」の欄は、右詰めで記入すること。

⑦ 項番32の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定めるところにより、項番30の事務所ごとに作成する

こと。

ア 政令第２条の２で定める使用人に交代があつた場合



「 」 「 」 、「 」 「 」 。変更区分 の欄に １ を記入するとともに 変更後 の欄及び 変更前 の欄の両方に記載すること

イ 事務所の新設に伴い、政令第２条の２で定める使用人を就任させた場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに 「変更後」の欄にのみ記載すること。、

ウ 事務所の廃止に伴い、政令第２条の２で定める使用人を退任させた場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに 「変更前」の欄にのみ記載すること。、

エ 政令第２条の２で定める使用人の氏名に変更があつた場合

「 」 「 」 、「 」 「 」 。変更区分 の欄に ２ を記入するとともに 変更後 の欄及び 変更前 の欄の両方に記載すること

５ 第四面関係

① 第四面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

② 「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

「 」 「 」 、 、 「 」③ 項番30の 事務所の別 及び 事務所の名称 の欄は その変更の有無にかかわらず 変更前の 事務所の別

及び 事務所の名称 を記入すること ただし 事務所を新設した場合は 当該事務所の 事務所の別 及び 事「 」 。 、 、 「 」 「

務所の名称」を記入すること。

④ 項番41の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定めるところにより、項番30の事務所ごとに作成する

こと。

ア 専任の取引主任者に交代があつた場合

「 」 「 」 、「 」 「 」 。変更区分 の欄に １ を記入するとともに 変更後 の欄及び 変更前 の欄の両方に記載すること

イ 専任の取引主任者に新たな者を追加した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに 「変更後」の欄にのみ記載すること。、

ウ 専任の取引主任者を削減した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに 「変更前」の欄にのみ記載すること。、

エ 専任の取引主任者の氏名に変更があつた場合

「 」 「 」 、「 」 「 」 。変更区分 の欄に ２ を記入するとともに 変更後 の欄及び 変更前 の欄の両方に記載すること



様式第三号の五（第五条の五関係）

（Ａ４）
２ ７ ０

廃 業 等 届 出 書

宅地建物取引業法第１１条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

年 月 日

地方整備局長

北海道開発局長 殿
知事

届出者 住 所

氏 名 印

受付番号 受付年月日 届出時の免許証番号

届 出 の 理 由 1.死亡 2.合併による消滅 3.破産 4.解散 5.廃止

商 号 又 は 名 称

氏 名
（ 法 人 に あ っ て は 、
代 表 者 の 氏 名 ）

主たる事務所の所在地

届 出 事 由 の 生 じ た 日

確認欄

1.相続人 2.元代表役員 3.破産管財人 4.精算人 5.本人

備 考
① 届出者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「届出者の免許証番号」の欄は、免許権者については、下表より該当するコードを記入する
こと。ただし、免許権者が北海道知事である場合には、51～64のうち該当するコードを記入す
ること。

*

宅 地 建 物 取 引 業 者 と

届 出 人 と の 関 係

* * （ ）



（記入例） ０ 1 （５） １ ０ ０ ［国土交通大臣(5)第１００号の場合］

00 国土交通大臣 16 富山県知事 32 島根県知事 51 北海道知事（石狩）
17 石川県知事 33 岡山県知事 52 北海道知事（渡島）

02 青森県知事 18 福井県知事 34 広島県知事 53 北海道知事（檜山）

03 岩手県知事 19 山梨県知事 35 山口県知事 54 北海道知事（後志）
04 宮城県知事 20 長野県知事 36 徳島県知事 55 北海道知事（空知）
05 秋田県知事 21 岐阜県知事 37 香川県知事 56 北海道知事（上川）

06 山形県知事 22 静岡県知事 38 愛媛県知事 57 北海道知事（留萌）
07 福島県知事 23 愛知県知事 39 高知県知事 58 北海道知事（宗谷）
08 茨城県知事 24 三重県知事 40 福岡県知事 59 北海道知事（網走）

09 栃木県知事 25 滋賀県知事 41 佐賀県知事 60 北海道知事（胆振）
10 群馬県知事 26 京都府知事 42 長崎県知事 61 北海道知事（日高）

11 埼玉県知事 27 大阪府知事 43 熊本県知事 62 北海道知事（十勝）
12 千葉県知事 28 兵庫県知事 44 大分県知事 63 北海道知事（釧路）
13 東京都知事 29 奈良県知事 45 宮崎県知事 64 北海道知事（根室）

14 神奈川県知事 30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事
15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事

③ 「届出の理由」及び「宅地建物取引業者と届出人との関係」の欄は、該当するものの番号を
○で囲むこと。

「 」 。④ 死亡の場合にあっては 届出事由の生じた日 の欄に死亡の事実を知った日を付記すること



（第十九条関係）様式第十二号

（Ａ４）

届 出 書

宅地建物取引業法第50条第２項の規定により、下記の場所において、下記の事項を届け出ます。

年 月 日

地方整備局長
北海道開発局長 殿

知 事

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名 印

名 称

国土交通大臣
知事

免 許 証 番 号 （ ）第 号

１

所
在
地

届出の対象となる案内所、

展示会等の場所
所在地 電話番号

取り扱う

宅地建物

の内容等

業 務 の 種 別 (1) 売買 (2) 交換 (3) 代理 (4) 媒介

業 務 の 態 様 (1) 契約の締結 (2) 契約の申込みの受理

売主である宅地建物取引 （商号又は名称） 国土交通大臣

業者の商号又は名称等 知事
（ ）第 号

２

業

務

の

内

容

物

件

の

種

類

等

名 称

所 在 地

宅 地 区画 敷地面積の合計 ㎡

戸 建 住 宅 戸 延べ面積の合計 ㎡

区 分 所 有 建 物 戸 延べ面積の合計 ㎡

３ 業務を行う期間 年 月 日 から 年 月 日 まで

氏 名 登 録 番 号

４専任の取引主任者に

関する事項



備 考

１ 「１ 所在地」関係

「 、 」 、 、届出の対象となる案内所 展示会等の場所 の欄は 規則第６条の２各号に該当する場所の名称

所在地及び電話番号を記入すること。

２ 「２ 業務の内容」関係

① 「業務の種別」の欄は、届出をしようとする者が行おうとする業務の内容について該当するもの

の番号を○で囲むこと。

② 「業務の態様」の欄は、案内所、展示会等（以下「案内所等」という ）の場所で行う業務の態。

様について該当するものの番号をすべて○で囲むこと。

③ 「売主である宅地建物取引業者の商号又は名称等」の欄は、届出をしようとする者が売主の場合

にあつては共同で売主となる者を、代理又は媒介をしようとする者の場合にあつては取り扱う物件

の売主業者の「商号又は名称」及び「免許証番号」をすべて記入すること。

３ 「４ 専任の取引主任者に関する事項」

案内所等に派遣するすべての専任の取引主任者の氏名及び登録番号を記入すること。



（第十五条の五関係）様式第七号の六

（Ａ４）

４ １ ０

営業保証金供託済届出書

年 月 日

地方整備局長
北海道開発局長 殿

知 事

届出者 商 号 又 は 名 称

郵 便 番 号（ ）

主 た る 事 務 所 の
所 在 地

氏 名 印

（法人にあつては、代表者の氏名）

電 話 番 号（ ） －

ファクシミリ番号（ ） －

下記のとおり、宅地建物取引業に係る営業保証金を供託いたしましたので、供託物受入れの記載のあ

る供託書の写しを添付して届け出ます。

受付番号 受付年月日 届出時の免許証番号

（ ）

１．新規免許の取得（法第25条） ２．事務所の新設（法第26条）
３．不足額の発生（法第28条） ４．保管替え等（法第29条）
５．宅地建物取引業保証協会の社員の地位の喪失（法第64条の15）
６．変換（差し替え）

供 託 番 号 供 託 年 月 日 供 託 所

法務局 支局

年度 1.金 2.証 第 号 年 月 日 出張所

3.国

金 銭 の 場 合 の 供 託 額（円）

有 価 証 券 の 場 合 の 供 託 額 額面 円

有価証券の場合の営業保証金に充当される額（円）

振 替 国 債 の 場 合 の 供 託 額（円）

供 託 番 号 供 託 年 月 日

年度 1.金 2.証 3.国 第 号 年 月 日

年度 1.金 2.証 3.国 第 号 年 月 日

年度 1.金 2.証 3.国 第 号 年 月 日

名 称 所 在 地

確認欄

* *

*

供託の原因

変換の場合には、

変換前の供託物に

関する事項

今回の供託に係る

事務所に関する事

項



備 考

① 届出者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「届出時の免許証番号」の欄は、免許権者については、下表より該当するコードを記入すること。ただし、免許権者が北海道

、 、 、知事である場合には ５１～６４のうち該当するコードを記入することとし 信託会社及び信託業務を兼営する銀行については

（記入例）イに従うこと。

（記入例） ア ０ ０ （５） １ ０ ０ ［国土交通大臣（５）第１００号の場合］

イ ９ ９ （ ） ５ ０ ［国土交通大臣届出第５０号の場合］

00 国土交通大臣 16 富山県知事 32 島根県知事 51 北海道知事（石狩）

17 石川県知事 33 岡山県知事 52 北海道知事（渡島）

02 青森県知事 18 福井県知事 34 広島県知事 53 北海道知事（檜山）

03 岩手県知事 19 山梨県知事 35 山口県知事 54 北海道知事（後志）

04 宮城県知事 20 長野県知事 36 徳島県知事 55 北海道知事（空知）

05 秋田県知事 21 岐阜県知事 37 香川県知事 56 北海道知事（上川）

06 山形県知事 22 静岡県知事 38 愛媛県知事 57 北海道知事（留萌）

07 福島県知事 23 愛知県知事 39 高知県知事 58 北海道知事（宗谷）

08 茨城県知事 24 三重県知事 40 福岡県知事 59 北海道知事（網走）

09 栃木県知事 25 滋賀県知事 41 佐賀県知事 60 北海道知事（胆振）

10 群馬県知事 26 京都府知事 42 長崎県知事 61 北海道知事（日高）

11 埼玉県知事 27 大阪府知事 43 熊本県知事 62 北海道知事（十勝）

12 千葉県知事 28 兵庫県知事 44 大分県知事 63 北海道知事（釧路）

13 東京都知事 29 奈良県知事 45 宮崎県知事 64 北海道知事（根室）

14 神奈川県知事 30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事

15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事

③ 「供託の原因」の欄は、該当する番号を記入すること。

④ 「供託番号」の欄は、右詰めで、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入すること。

（記入例） Ｈ １ 年度 1.金 2.証 第 ５ ０ ０ 号 ［平成元年度 証 第500号の場合］

3.国

Ｓ 昭 和 Ｈ 平 成

⑤ 「金銭の場合の供託額」の欄は、右詰めで記入すること。

（記入例） ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ［金銭 500万円の場合］

⑥ 「有価証券の場合の供託額」の欄には、振替国債を除いた有価証券の供託額の額面金額を記入すること。

（記入例） 額面 ５，０００，０００円 ［地方債証券 500万円の場合］

⑦ 「有価証券の場合の営業保証金に充当される額」の欄は、その有価証券を営業保証金に充てることができる金額を記

入すること。

（記入例） ４ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ［地方債証券 500万円の場合］

⑧ 有価証券のうち振替国債を供託する場合は 「振替国債の場合の供託額」の欄に、その金額を記入すること。、

⑨ 「今回の供託に係る事務所に関する事項」の欄には、供託の原因が不足額の発生である場合には記入しないこと。


